
財 務 省 第 1 1入 札 等 監 視 委 員 会 

平成２４年度第 ２ 回 定 例 会 議 議 事 概 要 

開 催 日 及 び 場 所 平成２４年１２月１３日（木） 四国財務局別館２階第二会議室 

委 員 

委員長 髙倉  康 

委 員 平井 健之 

委 員 藤本 邦人 

（有限責任監査法人トーマツ高松事務所 公認会計士）

（国立大学法人香川大学経済学部 教授） 

（アローズ法律事務所 弁護士） 

審 議 対 象 期 間 平成２４年７月１日（日）～ 平成２４年９月３０日（日） 

抽出案件 ４件 （備考） 

競争入札（公共工事） － － 

随意契約（公共工事） － － 

競争入札（物品役務等） ４件 

契 約 件 名 :高松国税総合庁舎ハロゲン化物消火設備貯蔵容器等更新

業務委託一式 

契約相手方 :株式会社福島商会 

契 約 金 額 ：5,743,500円 

契約締結日 :平成24年７月５日 

担 当 部 局 :高松国税局 

契 約 件 名 :平成24年度四国財務局定期健康診断等業務委託契約 

契約相手方 :国家公務員共済組合連合会高松病院 

契 約 金 額 （単価契約）:2,268円ほか 

〃（予定調達総額）：1,990,835円 

契約締結日 :平成24年８月１日 

担 当 部 局 :四国財務局 

契 約 件 名 :年末調整関係書類の封入等委託業務 

契約相手方 :株式会社メルファム四国支社 

契 約 金 額 （単価契約）:67.62円ほか 

〃（予定調達総額）：9,655,527円 

契約締結日 :平成24年９月10日 

担 当 部 局 :高松国税局 

契 約 件 名 :第24回期間入札に係る価格公示型不落等随契における新

聞折込広告業務 

契約相手方 :株式会社広真印刷社 

契 約 金 額 ：5,155,500円  

契約締結日 :平成24年９月７日 

担 当 部 局 :四国財務局 

随意契約（物品役務等） － － 

応札（応募）業者数１者関連 １件 
※競争入札（物品役務等）の「平成24年度四国財務局定期健康診断等業

務委託契約」に同じ 

委員からの意見・質問、それに

対する回答等 
別紙のとおり 

委 員 会 に よ る 意 見 の 

具 申 又 は 勧 告 の 内 容 
なし 



 

意見・質問 回答 

【案件１】 

「高松国税総合庁舎ハロゲン化物消火設備貯蔵容器等更

新業務委託一式」 

契約相手方 : 株式会社福島商会 

契 約 金 額 ：5,743,500円 

契約締結日 :平成24年７月５日 

担 当 部 局 :高松国税局 

 

 応札業者が３者とも高松市の業者であるが、入札参加資

格等について、高松市に限定しているのか。 

 

 

次の更新は15年後になるのか。度々更新しなければいけ

ないのか。 

 

 

 

 消防設備について、通常点検は行っているのか。 

 

 

 

 

 

消防設備の点検業務については、ビル管理業務の契約に

含めているということか。 

 

 貯蔵容器について、今回、13本全てを一度に更新する必

要があったのか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【案件２】 

「平成24年度四国財務局定期健康診断等業務委託契約」 

契約相手方 :国家公務員共済組合連合会高松病院 

契 約 金 額 （単価契約）:2,268円ほか 

〃（予定調達総額）：1,990,835円 

契約締結日 :平成24年８月１日 

担 当 部 局 :四国財務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 入札参加資格等について、高松市に限定したもので

はないが、結果として、高松市の業者のみの応札となっ

た。 

  

今回は、貯蔵容器及び容器弁が設置後30年を経過し

ていることから、貯蔵容器についても更新を行った。

次回は、15年後に更新ではなく、容器弁の点検を行う

予定である。 

  

 消防設備の点検は、国税総合庁舎の設備全般につい

ての機器点検及びそれらの総合点検として、年２回

行っている。これらの点検は、消防設備のみの単独の

点検ではなく、国税総合庁舎のビル管理ということで、

ビル管理業務の一環として点検を行っている。 

 

 そうである。 

 

 

今回、貯蔵容器に関して点検のみを行う方法もあっ

たが、点検の場合は、一旦、貯蔵容器を業者が持ち帰っ

て点検しなければならず、点検期間中に代替の貯蔵容

器を設置する必要があり、２ヶ月から６ヶ月と非常に

長期間の点検期間を要することになる。 

また、新品に交換した場合の費用が、点検した場合

に比べ１割程度の増額で足りること、18年から20年を

経過した貯蔵容器等は、新品への交換が推奨されてい

ること等を考慮した結果、当局は消防設備の安全性を

確保する観点から、今回、貯蔵容器及び容器弁全てに

ついて更新を行った。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



過去の入札結果はどうだったか。 

 

 

 

１者応札になった理由は何か。 

 

 

 

 

 

 

１者応札の解消に向けた取組みは行っているか。 

 

 

 

 

 

 

 

定期健康診断と人間ドックを分けて契約することはで

きないのか。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【案件３】 

「年末調整関係書類の封入等委託業務」 

契約相手方 :株式会社メルファム四国支社 

契 約 金 額 （単価契約）:67.62円ほか 

〃（予定調達総額）：9,655,527円 

契約締結日 :平成24年９月10日 

担 当 部 局 :高松国税局 

  

 過去の応札状況はどのようになっているのか。 

 

 

 

 

 平成22年度に入札に参加したＣ等級、Ｄ等級の２者が翌

年度から入札に参加していないことについて、理由はある

のか。 

 

 

定期健康診断業務等について入札を実施するように

なったのは平成19年度からであるが、ずっと１者（国

家公務員共済組合連合会）応札が続いている。 

 

１者応札になった理由については情報収集に努めて

いるものの把握は難しい。推測の域は出ないが、新規

に200名規模の健康診断を受け入れるだけの余力（設備

や人の手当て等）を持った病院が少ないことも一因で

はないかと見ている。入札資格を有する病院数自体は

十分あると思慮している。 

 

 当局としては、これまでも継続的に努力してきたと

ころであるが、調達情報を適時適正に公示することに

より競争資格を有する全ての先に応札機会を広く周知

すること、更には、「広告期間」及び「落札決定から

業務開始までの期間」を十分確保することによって新

規業者が参入しやすい環境を作ること等により、応札

業者を増やすように努めているところである。 

 

職員側の利便性や時間短縮の観点から見れば、「定

期健康診断」と「臨時健康診断」については、同じ職

員が受診するものであるためこの２つを切り離して

別々の病院で実施することは適当ではないが、「人間

ドック」については、職員の希望により「定期健康診

断」に代えて受診するものであるため、「定期健康診

断」と別の病院で実施しても不都合は生じないので分

けることは可能である。 

しかしながら、予算の効率的な執行（費用の抑制）

の観点から見れば、本件業務については、一括して発

注し価格競争面のメリットを追求することが適当であ

ると判断している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成22年度はＡ等級が２者、Ｃ等級、Ｄ等級が各１

者、平成23年度はＡ等級が２者、Ｂ等級が１者、平成

24年度はＡ等級が２者入札に参加している。 

 

 

平成23年度から入札を辞退した業者に理由の聴取を

行ったところ、落札業者の応札金額が他の応札業者と

比べ、大きくかけ離れており、勝負にならないと判断

していること、人材の確保ができても作業場所の確保

が困難であり、業務の履行自体が困難であること等が



 

 

 昨年度も同じ業者が落札したのか。 

 

【案件４】 

「第24回期間入札に係る価格公示型不落等随契における 

新聞折込広告業務一式」 

契約相手方 :株式会社広真印刷社 

契 約 金 額 ：5,155,500円  

契約締結日 :平成24年９月７日 

担 当 部 局 :四国財務局 

 

 今回２者の応札となっているが、応札業者数はいつも少

ないのか。 

 

 

 

 委託業務として、印刷業務と折込業務に分かれると思う

が、一括発注する必要があるのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 四国四県で配布しているが、各県毎に分けることも非効

率か。 

 

 

 

 今回の応札業者２者は共に香川県の会社であるが、香川

県内の会社が優位になることはないか。 

 

 

 

 折込広告を行う効果はどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理由のようである。 

 

平成23年度は別の業者が落札している。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

過去の応札業者数については、第23回は２者、第22

回は４者、第21回は４者、第20回は５者となっている。

直近の２回の入札は２者となっているが、過去に１者

入札となったことはない。 

 

 当局の予定価格の算定においても、印刷業務と折込

業務を分けているが、折込業務については新聞社との

関係もあり、あまり価格競争は生じないとみている。

従って、競争による価格差は、印刷業務部分が主とな

るので、この２つの業務を分けることによって、より

競争が働き、より安価で経済的な契約になることは期

待できない。これらのことから、効率的な入札執行の

観点から一括で発注を行っている。 

 

 期間入札及び価格公示型不落等随契は、年間スケ

ジュールとして、管内同一スケジュールで動いている

ため、各県毎に契約事務を行うよりも、効率性から考

え、局で一括発注を行っている。 

   

 第19回の入札においては、徳島の会社も参加してい

る。業務遂行過程では校正等も必要になるが、多様な

通信方法もあるため、香川県の会社が優位であるとは

考えていない。 

 

入札物件の要因による違いもあるため、効果を計る

のは難しいが、第21回期間入札に係る価格公示型不落

等随契時には、東日本大震災の影響で当局が指定する

グリーン購入法適合品の用紙が確保出来なかったた

め、折込広告を取止めたことがあったが、その際の問

合せ件数は、他回の半分程度にまで減少した。 

 また、同様の折込広告を行っている不動産業界との

比較においても同程度の反応は得られているとみてい

る。 

以上のとおり折込広告を実施することによる問合せ

の増加効果は顕著に表れており、国有地の売却促進上

有効であると判断している。 

 

   


